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1. は じ め に

火山噴火予知計画は発足から 28年が経過し� この間
大学に設置されたセンタ��観測所や国の研究機関によ
る基礎研究と気象庁などによる監視観測によって実施さ

れてきた�
火山噴火予知を進める研究体制�教育体制について
は� これまでも機会あるごとに議論されてきた� たとえ
ば� 1991年にまとめられた �火山学の基礎研究の動向�
の中では� 国立の火山研究機関� 火山帯を対象とした研
究組織�体制の必要性と� 大学の小規模な観測所では火
山学の推進� 人材育成� 人材確保などに限界があること
などが指摘されている� また� 同報告書では� 研究分野
として物質科学� 岩石化学� 年代学� 地球化学などの強
化がうたわれている �加茂� 1991��

1996年の第 3回火山噴火予知研究シンポジウムでは�
現在の小規模な研究機関では長期的な研究や大型研究の

進展� 国際対応などの問題点が指摘され� 省庁の枠を超
えた中核的研究機構の必要性が提案された �野津�
1996�� また� 1997年秋の火山学会時の集会においても�
今後の火山噴火予知には� 研究�教育�監視�情報発信
などの総合的機能をもった組織の必要性が提案された�
この間� 大学においては� 地域センタ�の組織整備が
進み� 現地観測を基盤とした研究体制の強化が図られ�
また岩石化学� 年代学� 地球化学などの研究分野の強化
も行われたが� 依然として火山噴火予知計画に直接携わ
る大学の研究者数は少ない �表 1�� また� これまでに問
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題提起された火山噴火予知研究を推進する国立の火山研

究機関や中核的組織の整備などは未着手のままである�
現在は� 省庁再編� 国立研究機関の独立行政法人化が
進み� 気象庁の火山監視�情報センタ�の発足 �山里�
2002�� 平成 16年度からの国立大学の法人化など� 火山
噴火予知を取り巻く環境は大きな転換期にあり� 火山噴
火予知を推進する体制について再考する時期である�

2. 火山噴火予知研究体制

大学における火山噴火予知研究は� 各大学の小規模な
センタ�などがそれぞれの地域に根ざして特色ある研究
に成果をあげてきた� また� 火山噴火予知計画発足直後
から始まった特定火山の集中総合観測や第 5次計画から

始まった火山体の構造探査では� 関連する機関が協力し
て� 活動評価や基礎資料の収集� 地下構造の解明などに
あたってきた� 最近の雲仙岳� 有珠山� 三宅島などの噴
火に際しても� 火山噴火予知計画に属さない機関の研究
者も含め� 直ちに全国規模の総合観測班が組織され� 活
動推移の評価� 噴火メカニズム解明などの基礎研究が推
進されてきた�
大学の法人化の検討が進むなか� 火山噴火予知計画で
整備された個
の大学のセンタ�などは� 現状の維持さ
えきわめて不透明な状態で� 今後の火山噴火予知研究の
推進に必要な人材の確保� 全国的連携体制の維持� 経費
の確保など� 早急な対応が迫られている�
火山活動は� 地域によって形態が異なり� 同じ火山で
も活動様式が変化することから� 今後も現地に根ざした
火山噴火予知研究が重要であるとともに� 全国規模での
共同観測研究を推進する体制の確立が必要である� この
ため� 早急に全国共同利用研究所などの機能を拡充�強
化して� これを核に大学のセンタ�などの全国的ネット
ワ�クを構築することが重要である �図 1�� 各大学のセ
ンタ�などは� 全国ネットワ�クのもとで独自性をもっ



て地域に根ざした観測研究の継続を行うとともに� 全国
規模での火山噴火予知のための基礎研究� 共同研究の効
率的推進にあたることを明確にし� 併せて人材の育成教
育にあたることが現実的な選択肢である� すでに公表さ
れた �第 6次火山噴火予知計画の実施状況等のレビュ�
について� の総括的評価の中でも中核組織の必要性が指
摘されている �科学技術�学術審議会� 2002�� 全国ネッ
トワ�クは� 中核組織を軸に火山噴火予知研究協議会な

どの議論をもとに� 火山噴火予知研究を推進する基礎研
究や共同研究などを立案�企画し� 火山噴火予知研究委
員会の検討を踏まえ� 大学以外の研究機関や火山噴火予
知計画に参画していない研究者とも積極的に連携してそ

の実施を図る�
さらには� 火山噴火予知計画に参画する研究者が限ら
れていることや国際的観点から海外との共同研究の推進

や支援などに対応する体制の整備も考慮し� 大学の全国

表 1. 火山噴火予知計画に参画する大学のセンタ��観測所の教官および技官数�

図 1. 大学における火山噴火研究を推進する全国ネットワ�ク組織�
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ネットワ�クを発展させ� 産業技術総合研究所や防災科
学技術研究所など火山噴火予知計画に参画する研究機関

がひとつの組織としてまとまることも視野に入れた検討

を行う必要がある�

3. 望まれる火山噴火予知体制 �火山庁�
日本における火山噴火予知体制は� 大学などの研究機
関における基礎研究と気象庁などによる監視観測�防災
対応の二本立てで� 両者は火山噴火予知連絡会を通じて
観測デ�タの交換� 活動評価などにあたっている�
しかし� 諸外国の火山噴火予知は� 米国の地質調査所

(USGS)やインドネシアの火山調査所 �VSI, 井口�
2002� のように研究と防災が一体化した国の直轄組織で
行われている�
火山噴火予知の観点からは� 現在の火山噴火予知体制
は非効率で� 研究と防災の一体化した体制 �仮称� 火山
庁� が望ましいことは自明である�
火山庁は� 前述した大学が中心となった新たな研究体
制� 気象庁が平成 14年度から運用を始めた火山監視�
情報センタ� �札幌� 仙台� 東京� 福岡� �山里� 2002�
を中心に� 関連する研究機関� 防災機関で構成される国
の直轄組織であることが望ましい� これによって� これ
までの研究機関が抱える研究の監視業務的側面や防災機

関の持つ観測デ�タの質の向上� 的確な活動評価� 専門
家育成などの問題は解決され� 一段の火山噴火予知研究
の進展と防災の高精度化を図ることができる�

4. 教 育 体 制

火山学は� 物理学� 地質�岩石学� 化学� 地理学� 年
代学など幅広い研究分野の知識が必要である� しかし�
大学においては� 地球物理学� 地質学� 岩石鉱物学の一
環として教育が行われており� 総合的な火山学の教育を
行う環境は整っておらず� 火山学講座などの必要性が唱

えられてきた� 現在� 純粋に火山学を冠する講座は皆無
である�
火山噴火予知研究を行う施設の研究者は� 学部および
大学院で火山学を教えることが多く� 火山噴火予知研究
を推進する体制と火山学の教育は切り離して考えことは

できない� 前述の全国共同利用研究所を中核とする体制
�図 1� は� 各大学の研究者が中核組織の客員や �連携�
併任などとして� 全国規模で幅広い火山学教育が行える
環境作りの基盤となる� 将来� 全国統一組織に移行した
場合は� 大学の地域拠点施設ではそれぞれの大学と連携
して研究と教育にあたれるシステム作りが必要となる�
また� 防災機関は� より専門知識を持つ人材の育成を図
るため� 社会人入学制度などを活用して� 監視観測にあ
たる技術者などが大学で火山学を履修できる環境の整備

が必要である�
火山学分野に限らず� 機会あるごとに後継者の育成が
唱えられてきたが� 現在大学の火山噴火予知研究を行う
施設には� 火山学を学ぶ大学院生が約 30名在籍してお

り� 火山噴火予知研究を引き継ぐ次�世代の研究者の育
成は可能である�
しかし� 常に問題として指摘されてきたように� 大学
を含め常勤ポストは少なく� 育成した人材の受け入れ枠
の拡大を図る努力が必要である�
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